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大都市圏域は，多種多様な企業や家計が限られた空間に集中立地しており，集積による外部性が存在すると考
えられている．本研究は，集積の外部性を明示的に扱い，詳細な地域分割単位に適用可能な SCGEモデルを構
築し，その大都市圏部における適用可能性について検討する．また，詳細な地域分割単位では，基準均衡デー
タとしての地域間交易データの入手が困難であるため，本研究では，Fixed Effect Gravityモデルにより地域間
の所要時間と輸送マージンの関係を推定し，実データが存在しない場合でも市区町村間レベルでの詳細な交易
額を推定する手法を示す．さらに，構築したモデルを，関東地域全域を対象範囲として首都圏三環状道路整備
プロジェクトに適用し，その効果について試算する．

Key Words: metropolitan spatial CGE, monopolistic competition, fixed effect gravity model, pseudo
poisson maximum lilelyhood

1. はじめに

現代の大都市圏域は，多種多様な産業が限られた空

間に集中立地しており，このような現象が生じる要因

として，多数の企業が集積することによる便益，いわゆ

る集積の経済がはたらいていると考えられている 1)2)．

我が国においても，三大都市圏のような大都市圏への

企業集積や人口集中という事実は，その顕著な実例と

言える．

大都市圏では密に多都市が形成されており，交通ネッ

トワークを通じて，運輸面のみならず経済的にも結び

ついている．すなわち，ある地域やある区間での交通整

備事業は，広い範囲において経済効果の空間的波及を

もたらであろう．こうした交通施設整備などの政策が多

地域経済にもたらす効果を，ミクロ経済理論と整合的に

分析することができる手法の代表例として，空間的応用

一般均衡（Spatial Computable General Equilibrium:

SCGE）モデルが挙げられる．わが国の土木計画学分野

においても，SCGEモデルを用いた交通プロジェクト

評価に関する研究が数多く蓄積されている 5)．標準的

な SCGEモデルは産業連関表を基準均衡データとして

用いるため実データとの親和性が高く，交通政策評価

というニーズに加えて，理論モデルの適用への道筋が

明確であることも，多くの研究や実務的活用を生み出

してきた背景であろう．

ところで，大都市圏における交通政策の分析を考え

た場合，先述の集積の外部性を無視することはできな

い．これに対し，多くの SCGEモデルは完全競争かつ

収穫一定技術を前提としており，規模が影響する外部

性は捨象されている．また，都市圏内の多地域経済シ

ステムを対象とする場合，それに見合う多地域産業連

関表が整備されていることは稀であり，産業連関表を

基準データとする SCGEモデルの構築は容易ではない．

そこで本研究は，集積の外部性を明示的に扱い，か

つ産業連関表の利用可能性に依存しない SCGEモデル

を構築し，その大都市圏部における適用可能性につい

て検討することを目的とする．

2. 既存研究

CGEモデルは，財政・貿易・環境政策等の分析におい

て多くの研究が蓄積されており，交通を明示的に扱った

宮城・本部 3)，Bröcker4)以降，運輸交通政策への SCGE

モデルの適用が急速に進展した．近年の土木計画学分

野での SCGEモデルの発展については，小池ら 5)を参

照されたい．運輸交通分野へ適用された初期の SCGE

モデルは，完全競争-収穫一定技術を前提としたものが

ほとんどであり，集積の外部性は反映されていない．

しかし，近年では，新経済地理学（NEG）分野で利

用される，生産活動における規模の経済性と多様性選

好を考慮した，Dixit-Stiglitz型独占的競争モデル 6) を

基礎とする SCGEモデルの開発が進み 7) 8) 9) 10) ，集
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積の経済を扱うことが可能になってきている．これら

を含む，運輸交通分野における SCGEモデル開発につ

いて Bröcker and Mercenier11) が詳しくレビューして

いる．さらに最近では，生産要素移動も含む長期均衡

を考慮し，NEG理論とも整合的なモデル開発 12) も進

んでいる．

しかし，これらの既開発のモデルは，モデルにおけ

る地域分割単位に対応した地域間交易の実データが利

用可能であることを前提としているか，地域間交易に

かかるパラメタのキャリブレーションを捨象している

かのいずれかであり，大都市圏における詳細な地域分

割（例えば市区町村単位）に堪えうるものではない．

一方，詳細な地域分割単位に対して適用可能な SCGE

モデルとして先駆的なモデルであるRAEM-Light13)は，

財の生産地代替の関係を表現するために logitモデルを

活用することで，2次生活圏ゾーンなど地域間産業連関

表の地域分割よりも詳細な地域分割単位へのモデル適

用に成功している．その延長に位置づけられる小池ら

(2014) 14)は，日本全国を対象に市町村単位の地域分割

単位による SCGEモデルを開発している．ただし，小

池ら (2014)14)では，中間投入構造を捨象した簡易なモ

デル化がなされており，地域間交易におけるサプライ

チェーンの影響が反映されないという課題がある．さ

らに，これらは（ミクロ経済理論的背景を持つ）集積

外部性が考慮されておらず，集積効果が顕れやすい大

都市圏における適用では，その影響が過小評価となり

うる．

上述のように，SCGEモデルの構築に用いられる基

準均衡データとしては，地域間産業連関表を用いるの

が一般的であり，それが困難な場合には地域間交易の

データが用いられる．しかし，わが国の市区町村単位

などの詳細な解像度での地域分割単位においては，こ

れらのデータはいずれも存在しないため，これがモデ

ル構築の障害 14)となっている．基準均衡データを得る

ためには，地域分割単位と整合的な地域間交易データ

を推定する必要が生じる．

この課題に対し，奥田・大久保 15)は，全国を 207に

分割し，フレータ法で交易マトリクスを作成している．

経済データのみから市区町村単位での交易実績を得る

ことは困難であるので，代替的なデータとして物流の

ODデータを活用する方法も検討されている．西村 16)

は，産業連関表を利用してグラビティ比を用い，山田・

大脇 17)は，重量ベースのOD表を利用し，フレータ法

を用いることによって，小池 18)は，地域間の移出入を

表すマトリクスを作成し，物流センサスの貨物重量OD

マトリクスを用いて，フレータ法や二重制約型重力モ

デルにより市区町村単位での地域間マトリクスを作成

している．

このように先行研究においても様々な方法論が提案

されているが，いずれも検証と対象となる信頼できる

実データが存在しないため，再現性の観点から方法論

の優劣を比較することは困難である．そこで，交易マ

トリクスの推定を，基準均衡データ作成という観点の

みから捉えると，手法の応用可能性，データの入手可

能性を踏まえたものであることが望ましい．

以上の点を考慮し，本研究では，利用可能なデータ

が得られやすい都道府県間交易マトリクスから，その

パターンに対して空間経済モデルから導出される理論

を適用して，交易と交通抵抗の関係式を推定すること

を試みる．これを基に，関東地域の市区町村を地域分

割単位とした，集積経済効果を考慮した独占的競争型

SCGEモデルの基本形を構築し，首都圏三環状道路プ

ロジェクトを対象事例として適用する．

3. モデル

(1) モデルの概要と前提条件

本研究では，Puga and Venables19)，Puga20)，Fujita

et al.21)，高山ら 12) と同様の，産業連関構造を明示的

に考慮したDixit-Stiglitz型独占的競争に基づくモデル

を構築する．

モデルが対象とする多地域経済システムついて，財

の生産地域をの集合をR（需要地の場合は Sと表記，R

と同一集合），その要素を r（需要地の場合は s）によ

り表す．同様に，財の部門のラベルを i ∈ I，（産業部門

として表す場合には j ∈ J，J と Iは同一集合）とする．

それぞれの地域では，交易可能な一般的な財・サー

ビス（財）が生産される．財の生産は，独占的競争市

場かつ規模の経済性を持つ，いわゆるDixit-Stiglitz型

の市場構造の下で行われる．したがって，交易財生産

企業は，水平的に差別化されたバラエティを同一生産

技術の下で生産する．

家計は，部門別の財について Cobb-Douglas型選好

を持つ．各部門の財は，水平的に差別化された交易財

バラエティを CES型不完全代替により合成されたもの

として扱う．すなわち，家計の選好についても，中間

投入と同様に標準的なDixit-Stiglitz型のフォーマット

を想定する．

(2) 財の生産

財バラエティの生産にはDixit-Stiglitz型の生産技術

を想定している．地域 s部門 j の財生産に投入される

全投入に関する価格指数 ϕjs および部門 i財の中間投入

に係る価格指数 ρis は以下のように表される．

ϕjs = ηjs (ws)
1−
∑
i

αij
s ∏

i

{(
ρis
)αij

s

}
(1)
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ρis =

{∑
r

∫ ni
r

0

(
pir (k) τ

i
rs

)1−σi

dk

} 1

1−σi

(2)

ここで，ws: 地域 sにおける生産要素価格，pir: 地域 r

産の財 iの生産地価格，nir: 生産地 rにおける財部門 i

の財バラエティ数（企業数），αij
s : 金額ベースの投入

係数パラメタ，σi: 部門 i財の多様性パラメタである．

τ irsは地域 sにおける地域 r産財 iの一単位需要を満た

すために必要な発送量であり，τ irs − 1 が輸送マージン

率，すなわち交易財一単位の輸送活動のために消費さ

れる同財の量に相当する．なお，同一地域で生産され

る同一部門の財についてバラエティに依存せず生産技

術が均質であると仮定されているので，需要地 sにお

ける財 iの価格指数は以下のように表すことができる．

ρis =

{∑
r

nir
(
pirτ

i
rs

)1−σi

} 1

1−σi

(3)

各々の産業部門 j の財バラエティ生産における費用

関数 Cj
s は，x

j
s 単位の生産について，規模の経済性を

考慮し，

Cj
s

(
xjs
)
=
(
F j + βjxjs

)
ϕjs (4)

と表される．ここで，F j は固定投入量，βj は限界投入

量を表す．財バラエティの生産において，独占的競争

および自由参入・退出が仮定されるので，財価格は限

界費用にマークアップ率を乗じた値と等しく，

pjs =
σj

σj − 1
βjϕjs (5)

となる．参入退出が自由であるので，利潤ゼロ条件が

満たされることとなり，平均費用と財の生産地価格が

一致する．以上の関係を利用して整理すると，各々の

交易財バラエティの生産量は，以下のように，財価格

とは独立に定まる．

xjs =
F j

βj

(
σj − 1

)
(6)

したがって，費用関数は，次のように書き換えること

もできる．

Cj
s = F jσjϕjs = F jσj σ

j − 1

βj
pjs (7)

地域 sでの財 jの総生産額を Sj
s とすると，生産額は

財バラエティの生産費用とバラエティ数の積に等しく

なければならないので，以下の関係が成立する．

Sj
s = njsC

j
s = njsF

jσjϕjs (8)

式 (1)(3)にシェパードの補題を適用すると，地域 s産

業 j において投入される，地域 r 産部門 iの中間投入

の実質量mij
rs が次のように導出される．

mij
rs =

(
pirτ

i
rs

ρis

)−σi

αij
s

Sj
s

ρis
(9)

(3) 消費

消費者の選好についてもDxit-Stiglitz型の形式を想定

し，上位階層である財別選好についてはCobb-Douglas

型，下位階層である生産地間代替については多様性選

好を考慮した CES型であることとする．財の多様性指

標が中間投入需要と消費（最終需要）で共通であると

仮定すると，消費行動においても，需要地 sにおける

財 iの価格指数は式 (3)により表される．したがって，

間接効用関数は以下のように定義される．

Vs =
∏
i

{(
ρis
)−µi

}
Is (10)

ここで，Isは s地域における消費財への支出額，µiは

財別選好シェアパラメタ（地域を問わず共通）である．

この効用関数から得られる財別消費と，式 (3)に対する

シェパードの補題の適用より，地域 r産の財部門 iに関

する消費需要の実質量 cirs が得られる．

cirs =

(
pirτ

i
rs

ρis

)−σi

µi Is
ρis

(11)

(4) 市場均衡

地域 sにおける交易財 iに対する総需要額Ei
sは，最

終消費需要と全産業部門への中間投入需要の金銭ター

ムでの和であり，

Ei
s = µiIs +

∑
j

(
αij
s S

j
s

)
(12)

である．右辺第一項は最終需要額を，第二項は中間需

要額を表す．地域 sにおいて需要される，地域 r 産部

門 iの財バラエティの需要量（実質）qirs は，

qirs = cirs +
∑
j

mij
rs

=
(
pirτ

i
rs

)−σi
(

1

ρis

)1−σi

Ei
s (13)

となる．したがって，地域 sによる地域 r産財 iの購入

について支払われる金銭フローの総額 Qi
rs は，生産地

での財バラエティ数およびアイスバーグ型地域間輸送

費を考慮すると，

Qi
rs = nir

(
pirτ

i
rs

)
qirs

= nir

(
pirτ

i
rs

ρis

)1−σi

Ei
s (14)

となる．ここで，Qi
rsを生産地 rについて合計すると，

s地域による交易財需要額になることから，

Qi
rs =

nir
(
pirτ

i
rs

)1−σi∑
r
nir (p

i
rτ

i
rs)

1−σiE
i
s

=
Si
r

(
pir
)−σi (

τ irs
)1−σi∑

r
Si
r (p

i
r)

−σi

(τ irs)
1−σiE

i
s (15)
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が成立する．また，Qi
rs を需要地 sについて合計する

と，地域 r で生産された財 iの総生産額と等しくなる

ので，

Si
r =

∑
s

Qi
rs (16)

も自動的に成立することとなる．したがって，財市場

の需給均衡は，以下のように表される．

Si
r =

∑
s

 nir
(
pirτ

i
rs

)
qirs∑

r
nir (p

i
rτ

i
rs)

1−σiE
i
s

 (17)

また，地域 sにおける要素所得の合計 Ys は，部門 j

への生産要素投入を ljs とすると，

Ys =
∑
j

(
wj

sl
j
s

)
(18)

である．地域家計の可処分所得と要素所得および利潤

との関係は，外生の所得移転額（この移転額の価格水

準をニューメレール価格と見なす）Gs を用いて，

Is = Ys −Gs (19)

と表される．

生産要素の需要は，地域財生産における投入需要と

交易財生産における投入需要の合計である．短期的には

生産要素の地域間移動ができないと考えられるため，要

素市場における需給均衡が成立するための均衡条件は，

wsLs =
∑
j

(
1−

∑
i

αij
s

)
Sj
s (20)

の関係を満たす必要がある．

(5) 均衡解の導出方法

以上の定式化によって，本モデルの構造が全て描写

されるが，モデル内で独立な内生変数となるのは，価

格変数である ws, p
j
s, ρ

i
s および，生産規模を表す nis の

みとなる．均衡条件として解くべき方程式は，各需要

地における財の部門別価格指数，財の生産地価格，要

素市場均衡，財市場均衡の 4種類（内生変数と同数の

3RI + I 本）であり，それぞれ以下のとおりである．

ρis =

{∑
r

nir
(
pirτ

i
rs

)1−σi

} 1

1−σi

(21)

pjs = ψj
s (ws)

1−
∑
i

αij
s ∏

i

{(
ρis
)αij

s

}
(22)

wsLs =
∑
j

(
1−

∑
i

αij
s

)
θjnjsp

j
s (23)

θjnjsp
j
s =

∑
s

 Si
r

(
pir
)−σi (

τ irs
)1−σi∑

r
Si
r (p

i
r)

−σi

(τ irs)
1−σi ·

µi
(
wsLs −Gs

)
+
∑
j

αij
s θ

jnjsp
j
s


(24)

式 (21)は式 (3)の再掲である．式 (22)は，式 (1)の

合成価格指数と式 (5)のマークアップ価格の関係を合

わせることで得られる．式 (23)は，式 (20)へ式 (5)(8)

の関係を代入すると導出される．式 (24)は，式 (17)に

対して式 (5)(8) (12)(18) (19)を代入することで得られ

る．ただし，

ψj
s =

σjβjηjs
σj − 1

(25)

θj =
F jσjηjs

ψj
s

=
F j

βj

(
σj − 1

)
(26)

であり，それぞれマークアップ率に限界投入係数を乗

じた値の逆数，財バラエティの生産量を表す．これら

は先決されたパラメタのみで表され，モデルの内生変

数に依存しない．

4. キャリブレーション方法

(1) 利用データの条件と集計的経済指標

本章では，構築したモデルを実経済に適用するにあ

たり必要な手順となるキャリブレーションの方法と，そ

のために必要となるデータの条件について述べる．

本モデルの構築において，分析対象となる多地域経

済システムに対応した地域間産業連関表が存在しない

ことを想定している．しかし，こうした地域間産業連

関表が利用可能であればより多くの情報が得られるの

で，データ整備環境として望ましいことは言うまでも

ない．地域の産業活動の技術構造は，地域経済を特徴

づける最大の要因であるので，投入構造についての情

報は不可欠となる．本モデルにおいては，地域別産業

別の投入係数 αij
s が地域産業の技術構造を特徴づける

パラメタであるが，この値を，市区町村のような詳細

な地域分割単位で得ることは困難である．しかし，例

えばわが国では，各県別の産業連関表が整備されてい

るので，代替的手段として同都道府県下の自治体につ

いて共通の投入係数を仮定することで，近似的なパラ

メタの設定は可能である．

地域別産業部門別の生産額は需要額に比べると入手

が容易（あるいは推定が容易）なデータであるため，基

準均衡状態における Sj
s が得られることとする．これと

投入係数を乗じることで，各地域における財別中間投

入需要額が得られる．

各地域の要素所得（付加価値額）Ysと，地域別最終

需要額 Isについても基準均衡データとして得られてい

ることを想定する．本モデルでは生産要素の保有者が

同一地域内の生産活動にのみ要素供給を行うことが仮

定されているので，経済計算統計における地域内総生

産と地域民所得の概念が区別されていない．要素所得

に関しては，県民経済計算や市町村民経済計算などか

ら入手することが可能であるが，域際収支を考慮した
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支出面でのデータを得ることは容易ではないことが多

い．このため，IsあるいはGsを算出するには，何らか

の仮定に基づき推定を行う必要が生じることもある．

中間投入と地域家計の所得および支出に関する集計

的な値が得られれば，最終需要の財別消費シェアが，

µi =

∑
s
Si
s −

∑
s

∑
j

(
αij
s S

i
s

)
∑
s
Is

(27)

より与えられる．この結果，各地域における財 iへの支

出額 Ei
s が，式 (12)から算出される．

(2) 輸送マージンと多様性パラメタ

本研究では，大都市圏における詳細な地域分割単位

における多地域経済を対象とすることを想定しており，

一般的には地域間交易の実データが直接的には入手で

きないと考えられる．本研究の主題の一つは，このよ

うな場合に対応するため，地位間交易パターンが推定

可能な程度に粗い地域分割単位において，輸送マージ

ンとその影響要因との関係を推定し，これを基に詳細

な地域分割単位における輸送マージン推定に援用する

ことである．その詳細は次章において説明することと

し，ここでは，輸送マージン τ irsが，モデルの外部で既

に与えられていることを想定する．

財バラエティの多様性パラメタ σiについては，価格

に関するデータが得られていなければ適切に推定する

ことは困難であるので，本研究では外生的に与えるこ

ととする．

(3) 基準均衡における価格と技術パラメタ

基準均衡状態を再現するためには，追加的なパラメ

タ推定と，基準均衡における内生変数の値を設定する

必要があるが，その手順は高山ら 12)に詳しく，本研究

でも同様の方法を用いる．

これまでの手順において，Si
r，E

i
s，τ

i
rs，σ

iが得られ

ているので，式 (5)(8)(17)から導出される連立方程式

Si
r =

∑
s

 Si
r

(
pir
)−σi (

τ irs
)1−σi∑

r
Si
r (p

i
r)

−σi

(τ irs)
1−σiE

i
s

 (28)

を pir について解くことで，基準均衡における財価格が

得られる．さらに，この pir を利用して式 (17)を nir に

ついて解けば，基準均衡における財バラエティ数 nir が

決定される．

これらの値が得られると，式 (3)から財の部門別価格

指数 ρis が導出される．要素価格 ws については，先に

得られている Ys の値と要素保有量 Ls の測定単位を適

当に定めることで与えられる．

以上の基準均衡価格が与えられると，式 (22)より ψj
s

が得られる．ψj
s が得られても，β

j と ηjs の値を独立に

得ることはできないので，βj が同一産業内では地域を

問わず共通であることに注意し，ηjs については，各産

業ごとにある地域 (例えば s = 1)における生産性を任

意の値 (例えば 1)とおき，他の地域 (s ≠ 1)について

は，その生産性に対して β̂j
s = βjηjs の値の相対比率を

乗じることで適切な ηjs の値を設定することができる．

その結果，式 (25)から βj も得ることができる．以上の

値と式 (8)から Fj が得られ，式 (26)へ代入すると θj

が導出される．

5. 市町村間モデルにおける輸送マージン

(1) 推定方法の枠組み

大都市圏における鉄道や高速道路網などの交通整備

は，密に所在する複数の市区町村にわたって実施され，

その結果として直接的に交通整備が実施されない市区

町村におけるアクセシビリティにも影響を及ぼし，多

数の市区町村に対して経済的な効果をもたらす．した

がって，大都市圏における交通整備プロジェクトの効

果は，市区町村レベルでの空間分割単位において把握

することが望まれる．

しかし，市区町村単位で分割された SCGEモデルを

構築するためには，キャリブレーションにおいても，同

じレベルの空間分割単位での基準均衡データが必要と

される．このとき，所得や生産額など，市区町村毎の

データについては，入手あるいは補完が容易であるこ

とが多いものの，地域間の相互影響関係を描くために

最も重要な市町村間交易について，実データを得るこ

とは非常に困難である．すなわち，実データから直接

的にモデルのキャリブレーションを行うことは容易で

はない．

そこで，本研究では，地域間交易のデータが利用可

能な粗い空間分割単位において，交易データに対して，

輸送マージンの構成要素となる諸要因を回帰し，その

関係をより解像度が高い詳細な地域分割単位における

空間経済へと援用することを試みる．これは，例えば

県間交易における県間所要時間と輸送マージンの関係

が，市町村間交易における市町村間所要時間と輸送マー

ジンの関係と等しい，と仮定することを意味している．

ただし，この前提条件がどれだけ妥当なものであるか

は検証されておらず，実証面での今後の課題である．

本研究における具体的な枠組みを以下に述べる．ま

ず，県民経済計算の各都道府県の移出入データと，物

流センサスのデータを用いてフレータ法によって都道

府県間交易額のデータを作成する．この都道府県間交

易データも推定値であるが，近年では都道府県間産業

連関表作成の取り組みも進んでおり，現時点では一般

に公表されてはいないものの，将来的には利用可能と
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なることが期待される．都道府県間交易マトリクスの

推定値を，都道府県間産業連関表に基づく交易額デー

タへ入れ替えることは，技術的には容易である．本研

究は，粗い空間解像度の交易データから，細かな空間

解像度の SCGEモデルを構築するプロセスに主眼を置

いているので，上述の都道府県間交易額データの推定

精度については議論の対象外とする．

次に，都道府県間交易額データに対して，国際貿易に

おける貿易障壁の実証や，交通整備評価のための SCGE

分析において，多くの実績がある Fixed Effect Gravity

モデルを適用し，

都道府県間交易のパターンを分析する．このとき，計

算手法として，OLS及びポアソン擬似最尤推定法（以

下，PPML）を用いる．このようにして，データの存

在しない市区町村単位において，輸送マージン率推定

のための準備を行う．

(2) 都道府県間交易の推定

都道府県間の交易額を推定するにあたり，県民経済

計算から得られる移出入額を真値と見なすこととする．

交易パターンについては，物流の輸送量のパターンで

代用することとし，全国貨物純流動調査（物流センサ

ス）から得られる財部門別の都道府県間輸送量を用い

て，フレーター法を適用し交易額を推定する．本研究

では，県民経済計算における産業部門分類と物流セン

サスの財分類が独立であることから，不整合が生じな

いよう粗い部門分類で集計することとし，具体的には，

第 1次産業，第 2次産業，第 3次産業の 3部門へ分類

した．

県民経済計算のデータでは，すべての都道府県にお

いて移出入額と輸出入額が差別化されていないので，山

田 22)は，9地域間産業連関表の移出と輸出および移入

と輸入のシェアを利用し，移出入と輸出入が分離され

ていない県については地域表で補うことで推計してい

る．本研究でもその考え方を援用し，各県の産業連関

表から，移輸出額と移輸入額の各県の比率を用いて，9

地域間産業連関表における各地域ブロックの輸出額・輸

入額を配分し，各県の輸出額・輸入額を推計した．こ

れらを移輸出額および移輸入額から差し引くことで移

出入のみの額が推計される．各都道府県の自地域内需

要すなわち内々交易額については，総生産額から移輸

出額を差し引き，移輸入額を加えることで与えた．

(3) PPMLによる輸送マージンの推定

Anderson and van Wincoop23) は，古典的貿易モデ

ルや空間経済学のモデルを含む多くの理論モデルから，

ミクロ経済学的基礎と整合的に，重力モデルの形式で交

易額が導出されることを証明している．Anderson and

van Wincoop23)はまた，輸出国と輸入国の経済規模す

なわちGDPに加え，輸出国と輸入国の価格指数が含ま

れることが，ミクロ経済学的基礎を持つ重力モデルと

して重要であることを示し，価格要因が欠如した古典的

な実証研究を批判している．この指摘に対し，Redding

and Venables24)は，固定効果重力モデルを用いること

で，輸出国と輸入国に固有の経済規模要因と価格要因

の両方を固定効果項により制御し，地理的な距離や越

境による貿易額への影響を実証的に推定した．本研究

のモデルにおいても，式 (14)により導出された交易額

Qi
rs は，

Qi
rs = nir

(
pirτ

i
rs

ρis

)1−σi

Ei
s

= Ai
r ·Bi

s ·
(
τ irs
)1−σi

(29)

のように固定効果重力モデルの形式で表現できる．こ

こで，Ai
r = nir

(
pir
)1−σi

，Bi
s =

(
ρis
)σi−1

Ei
s である．

本研究では，輸送マージン τ irsに影響すると考えられ

る諸要因を試行錯誤的に検討し，地域間の所要時間，需

要地と供給地の間での海峡の有無，および需要地また

は供給地のいずれかが積雪量の多い地域であるか，を

説明要因として採用した．具体的には，交易における

輸送抵抗に関する実証研究 23)25)26) と整合的な関数形

を用い，(
τ irs
)1−σi

= exp
(
γi1 ln trs + γi2δ

Sf
rs + γi3δ

SP
rs

)
(30)

のように仮定した．ここで，trs は地域 rs間の所要時

間を，δSf
rs は需要地か供給地のいずれかの年間積雪量

が 30cm以上である場合に 1となるダミー変数を，δSP
rs

は地域 r と地域 sが海によって隔てられている場合に

1となるダミー変数を表す．都道府県間の所要時間につ

いては，都道府県庁の所在地を各都道府県の代表地点

と見なし，Google Mapの提供する経路探索サービスを

用いて，自動車を交通手段として選択した場合の最短

経路所要時間を，所要時間指標として用いた．

上記のような重力モデル型の輸送マージンの推定に

おいて，従来の研究 24)26)では，対数をとって線形化し

た上で，OLSによりパラメタ推定を行うという方法が

採用されている．すなわち，式 (30)に関しては，

lnQi
rs = lnAr + lnBs + γi1 ln t

i
rs + γi2δ

Sf
rs + γi3δ

SP
rs

(31)

の形式に変換することで，OLS推定が可能となる．

Santos Silva and Tenreyro27)は，以上のような対数

線形化回帰分析について，実際の地域間交易額データ

には交易額が 0となるデータがしばしば見られるが対

数線形化することでこれらが無視される点，および分

散の不均一性の点から，推定パラメタに生じるバイア

スが無視できないという問題を提起している．合わせ

て，この問題によるバイアスを軽減する解決策として，
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Poisson psuedo-maximum-likelihood(PPML)法が有効

であるということを，古典的重力モデルとAnderson and

van Wincoop23)が提唱した価格効果を考慮したモデル

の 2つの例について，OLS推定結果との比較分析を通

じて示した．

以下に，Santos Silva and Tenreyro27)に倣い，PPML

法の固定効果重力モデルへの適用の概略を述べる．

本研究においては，推定の対象となる固定効果重力

モデルは，式 (29)と式 (30)より，

Qi
rs = exp

(
lnAr + lnBs + γi1 ln t

i
rs + γi2δ

Sf
rs + γi3δ

SP
rs

)
(32)

である．固定効果と輸送マージンのパラメタを合わせ

て，パラメタベクトル β と表現し，回帰に用いるデー

タとして，各サンプル k についての Qk と，説明変数

ベクトル xk が与えられると，条件付き期待値は，

E (Qk|xk) = exp
(
xtkβ

)
(33)

の形で与えられる．この誤差項に Poisson分布を仮定

し，観測データQkがカウントデータであれば，標準的

な Poisson回帰モデルであり，(対数)尤度を最大化す

る一階の条件は，

n∑
k=1

[
Qk − exp

(
xtkβ̃

)]
xk = 0 (34)

と表される．しかし，上記の仮定，すなわち誤差がPois-

son分布であることとデータがカウントデータであると

いう条件，が満たされなかったとしても，式 (34) を

満足するよう推定されたパラメタは Poisson psuedo-

maximum-likelihood(PPML)推定量 28) と呼ばれ，式

(33)の条件付き期待値と整合的なパラメタ 29)30) とし

て得ることができる．

本研究では， 都道府県間での移出入額が小さく，ま

た物流センサスではサービス等の輸送実態が捉えられ

ていないことを考慮し，第 3次産業は非交易財と見な

した．第 1次産業と第 2次産業に対して，式 (32)の固

定効果重力モデルを適用し，PPML法および，対数と

とって線形化した式 (31)への OLS推定のそれぞれの

方法でパラメタを推定した ( 表–1 )．なお，第 1次産業

と第 2次産業を集計した交易額について，PPML法に

よって推定した結果も示しておく．

図–1と図–2 は，PPMLと OLSの両手法で推定し

たパラメタを用いて，都道府県間交易額の推定値と実

績値の比較結果を示したものである．プロットの状況

からも，RMSEの値からも，PPMLによる推定結果が

より良好であることがわかる．

表–1 輸送マージンのパラメタ推定結果

Obs R2 coef P-val

sec1,PPML 2116 0.8652 γ11 -1.636 0.000

γ12 0.248 0.091

γ13 0.158 0.384

sec1,OLS 1507 0.6277 γ11 -2.071 0.000

γ12 -0.132 0.293

γ13 -0.539 0.002

sec2,PPML 2116 0.8847 γ21 -1.121 0.000

γ22 -0.226 0.006

γ23 -0.449 0.000

sec2,OLS 2114 0.7881 γ21 -1.744 0.000

γ22 -0.204 0.001

γ23 -0.302 0.005

sec1+sec2, 2116 0.8913 γ121 -1.138 0.000

PPML γ122 -0.200 0.012

γ123 -0.400 0.000

6. 首都圏三環状道路整備プロジェクトへの
適用

(1) 適用計算のねらいと前提条件

本研究では，前章で構築したモデルを，市区町村単

位に分割した関東地域を対象とする，首都圏三環状道

路整備がもたらす影響の分析に適用し，モデルの出力

結果の特徴を考察する．実用的な分析結果を得るため

には，首都圏においては無視できないレベルで課題と

なる，所得の発生地と消費地が異なる通勤の取り扱い

や，サービス交易についての検討が望まれるため，本

分析はあくまで試行的な適用計算の位置づけとする．

具体的な対象地域は，茨城県，神奈川県，群馬県，千

葉県，栃木県，埼玉県，東京都の各都県における市区町

村 (計 427地域)とした．財の部門分類については，第

1次産業と第 2次産業を集計した交易財 (i(j) = 1)と，

第 3次産業については他地域との交易ができない非交

易財 (i(j) = 2)と仮定し，これら 2種の財部門を想定

する．

(2) パラメタと基準均衡データの設定

地域別産業別の投入係数 αsij については，市区町村

単位のような詳細な地域分割単位で得ることは困難で

ある．そこで本研究では，同一都道府県下の市区町村

については投入係数が共通と見なし，各都県の産業連

関表より与えた．ただし，政令市など，産業連関表が整

備されている市については，その市のデータを利用し，

同様に各区の労働人口で按分することでデータを得た．

要素所得（付加価値額）Ys，合成財生産額 Ssj，消費

第 53 回土木計画学研究発表会・講演集

 1309



0.00E+00

2.00E+05

4.00E+05

6.00E+05

8.00E+05

1.00E+06

0.00E+00 5.00E+05 1.00E+06

推
定
交
易
額

実交易額

第1次産業・PPML(百万円)

RMSE=10560

0.00E+00

2.00E+05

4.00E+05

6.00E+05

8.00E+05

1.00E+06

0.00E+00 5.00E+05 1.00E+06

推
定
交
易
額

交易額

第1次産業・OLS(百万円)

RMSE=630447

図–1 第 1次産業における結果比較
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図–2 第 2次産業における結果比較

額 Isについては，いずれも市区町村単位における産業

連関表が存在しないため，推定または仮定する必要が

ある．要素所得については，地域内総生産を付加価値

額と捉え，同一の値とした．地域内総生産については，

市町村民経済計算のある県 (茨城県，栃木県，群馬県，

埼玉県)はそれを用い，存在しない県は県民経済計算よ

り財別に集計し，労働人口で按分した．合成財生産額

は，要素所得を付加価値係数で除すことで求めた．消

費額については，正確に推定することが困難であるの

で，各市区町村における移輸出額と移輸入額が等しい

と見なし，要素所得と同一の値とした．

交易財の輸送マージンパラメタに関しては，前章の

表–1で得られた，sec1+sec2の行の値を用いた．なお，

地域 rs間の所要時間指標となる trs は，市区町村間の

所要時間指標は，デジタル道路地図（DRM）の基本道

路データをネットワークデータとして，市区町村役場

の所在地を代表地点と見なし，これらの最短経路の所

要時間により与えた．道路ネットワークの各リンクの

所要時間については，DRMデータに記載されている各

リンクの混雑時旅行速度とリンク長から算出した．

モデル分析の対象地域内においては，いずれの市区

町村間の組み合わせにおいても，δSf
rs および δSP

rs もゼ

ロである．したがって，輸送マージンを構成する要素

として意味を持つのは，所要時間指標のみとなる．非

交易財については，輸送抵抗が禁止的に大きな値をと

ることで，交易が不可能であることを表現し，ここで

は γ21 = −4と設定した．

財バラエティの弾力性である多様性パラメタ σiにつ

いては，価格に関するデータが得られていなければ適

切に推定することは困難であるため，本分析において
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表–2 分析シナリオ

without with

scenario 0 平成 26年現在 三環状道路の

の開通区間 全区間が開通

scenario 1 圏央道のみが 三環状道路の

全て未開通 全区間が開通

scenario 2 圏央道と外環道が 三環状道路の

全て未開通 全区間が開通

は，交易財・非交易財ともに外生的に σi = 7とおいた．

(3) シミュレーションのシナリオ

適用事例とする三環状道路の政策として，表–2に示

す 3パターンのシナリオを想定した．本研究では，道

路整備の直接的な影響を，ネットワーク変化に伴う所

要時間の変化として与えることとし，具体的には，市

区町村間の最短時間を各シナリオの外生条件として与

えた．

シナリオ 0は平成 26年現在の開通区間の状態をwith-

outケースすなわち整備前の状態と見なし，残る未整備

区間を全て整備した状況を withケースとして想定した

ものである．平成 26年現在においては，既に三環状道

路ネットワーク全体のうち，一定の部分が開通してい

る状況であり，シナリオ 0は未整備部分のみの効果を

評価していることになる．そこで，三環状道路政策の

個別区間の有無による影響を試算するため，仮想的な

シナリオとして，圏央道のみが未整備（シナリオ 1）の

状況と，圏央道と外環道の全区間が未整備の状況（シ

ナリオ 2）とが，それぞれwithoutケースとなるシナリ

オも想定して分析を行った．三環状道路整備後（with）

のネットワークについては，建設中の道路データを補完

することで作成し，これを基に市区町村間の所要時間

を算出した．具体的には，国土交通省の公表情報より，

JCT/ICなどの接続道路地点とそれらの区間距離を設

定した．道路区間の速度に関して，既開通区間につい

ては DRMデータの混雑時旅行速度を採択しているた

め，国土交通省の設計速度で分析すると，新設リンク

の速度設定が非現実的となりうる．そこで，未開通区

間に隣接する，開通区間の三環状道路の混雑時旅行速

度を新設リンクの速度として与えることとした．なお，

同都市間の所要時間に関しては，既存の実証研究 23)26)

で用いられている方法と同様に，Wei31) の近似方法を

用い，域外市区町村との間の所要時間のうち最小の値の

1/4とした．シナリオ 1とシナリオ 2に関しては，with

ケースとして構築した道路ネットワークから三環状道

路の当該区間のリンクデータを除去したネットワーク

データを作成し，それに対する市区町村間の最短経路

所要時間を所要時間指標として与えた．

(4) 分析結果

本モデルでは，生産要素が地域間移動しないため，

withoutケースと withケースにおける地域家計は同一

の主体と見なすことができるので，地域別の便益を評

価することができる．便益計測の指標として等価変分

(EV)指標を採用すると，地域 sの便益 EVs は，

EVs =
V w
s − V wo

s

V wo
s

Iwo
s (35)

と表される．ここで，V wo
s は withoutケースでの効用，

V w
s は withケースでの効用，Iwo

s は withoutケースで

の消費支出である．EV指標は，地域で集計化された代

表的家計の便益総額を表すものであり，式 (35)からも

わかるように，支出（所得）の規模に依存する．地域

内の個々の経済主体に対する厚生変化の指標としては，

Bröcker4)の提唱するREV(Relative EV)指標の方が適

切である．REV指標は，事前 (withoutケース)の価格

体系において，事後 (withケース)の効用水準を得るた

めの所得と事前の効用水準を得るための所得との比で

定義されるものである．本モデルにおいては，地域 sに

おける REVs は，以下のように簡単に計測することが

できる．

REVs =
EVs
Iwo
s

(36)

分析結果の考察は，REVs の地域分布を基に行うこと

とする．

各シナリオにおける地域別の REV の分布を図–3，

図–4，図–5，に示す．

シナリオごとに評価すると，シナリオ 0については，

中央環状線・外環道の整備区間に係る，23区南部や多摩

地方の東南部を中心に，大きな便益が生じていた．REV

について見ると（図–3），北部の圏央道沿線と，埼玉

県の東北道，関越道沿線の地域に高い値が出ているこ

とがわかる．県別に総括すると，埼玉以北の北関東で

正の便益，東京都心および多摩西部，神奈川県，千葉

県で負の便益が生じている地域が多い．

シナリオ 1については，主に神奈川県，千葉県，都

心環状線内側で正の効果が表れ，北関東，埼玉県で負

の便益が生じていた．REVを見ると（図–4），特に北

部の圏央道沿線と，東北道・常磐道・北関東自動車道沿

線で負の値が見られ，シナリオ 0とは対照的な結果と

なっている．

シナリオ 2については，埼玉県を中心として効用変

化率が高い結果となり，特に関越道・北部の圏央道を中

心として大きな値が出たことがわかる．全体的には北

関東・埼玉県で正の便益，東京都・神奈川県・千葉県で

負の便益が生じており，シナリオ 0と近いREV分布パ
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ターンであるが，湘南や房総東部などの地域において

正の値が多く見られる点に相違がある．

俯瞰的に見ると，シナリオ 0および 2とシナリオ 1

の結果が対称的な傾向であることがわかる．これらの

結果を，シナリオの設定条件と合わせて考察する．シ

ナリオ 0では，主に圏央道北東部のミッシングリンク

と，外環道の東端と西端の整備が，外生条件の変化と

なっている．その所要時間短縮効果は，特に常磐道沿線

部と，東北道および関越道の沿線地域との間で大きく，

逆に神奈川県や千葉県（一部を除く）ではその効果が

小さい．シナリオ 2では，圏央道と外環道の全ての整

備がなされ，都心以北において疎であった東西を結ぶ

高速道路網が大幅に補強されるため，北関東道以南に

おいては特に，東西地域間のアクセシビリティ改善が

大きい．これらに対し，シナリオ 1では圏央道の有無

のみが外生的な変化として与えられており，都心方面

との間のアクセシビリティという面から見ると，北関

東での変化は相対的に小さいと考えられる．神奈川県

と房総中央部を縦断する高速道路ネットワークは他に

存在しないため，これらの沿線地域では交通整備効果

が大きかったと考えられる．シナリオ 2では，外環道

整備による影響がより大きく，相対的に見ると圏央道

整備による影響が小さかったため，シナリオ 1とは様

相の異なる結果が生じたと思われる．

消費者選好と中間投入技術において，生産地間代替

の関係として（一次同次の）CES関数やコブダグラス

関数が想定されると，財需要の生産地シェアが，関数

のパラメタに支配されているため大きく変化しないが，

Dixit-Stiglitz型構造を持つ本モデルでは，輸送抵抗と

さらに生産地の生産規模に応じて生産地シェアが変動

しうる．したがって，交通整備効果の地域差が表れや

すいモデル構造となっている．地域間の所要時間変化，

つまり輸送マージンのパターン変化は，需要地価格に

直接的に影響するため，需要地から見た財需要の生産

地シェアに影響を及ぼす．その結果，より多くの需要を

獲得することとなった生産地の企業の生産水準が高く

なるが，これは当該生産地での財バラエティ数が増加

することを意味し，多様性選好を通じて，当該地産の

財需要のシェアがより大きくなるように影響する．こ

のように，Dixit-Stiglitz型の独占的競争を基礎とする

本モデルには，所要時間変化のパターンだけでなく生

産額変化も財需要の生産地シェアに影響することによっ

て，異なる交通整備シナリオに対して，各々の均衡状

態が敏感に変動する特性がある．したがって，交通整

備政策の効果分析を実施し，信頼性のある結果を得る

ためには，利用する基準均衡データや先験的に与える

パラメタ（例えば弾力性）の設定を慎重に行うととも

に，感度分析を通じて分析結果の安定性を検証するこ

整備箇所

REV

低(-)

高(+)

0

図–3 シナリオ 0の結果（REV）

整備箇所

REV

低(-)

高(+)

0

図–4 シナリオ 1の結果（REV）

整備箇所

REV

低(-)

高(+)

0

図–5 シナリオ 2の結果（REV）

とが重要となる．

7. おわりに

本研究は，大都市圏における交通整備プロジェクト

の効果評価を念頭に置き，集積の外部性を明示的に扱

い，かつ産業連関表の利用可能性に依存しない SCGE

モデルの枠組みを構築した．本研究では，理論モデル
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の構築にとどまらず，市区町村単位のような詳細な地

域分割単位においては，理想的な基準均衡データが得

られないという実態を踏まえ，より大きな地域分割単

位（例えば都道府県単位）におけるデータを基にして推

定されたパラメタを援用する方法を整理した．さらに，

地域間交易の実態としてしばしば見られる，交易額が

ゼロとなる地域間データが含まれる場合や，不均一分

散の問題を考慮し，国際貿易の実証研究分野で適用が

進みつつある Fixed Effect Gravityモデルを PPMLに

より推定する方法を導入し，輸送マージンに係るパラ

メタ推定と地域間交易額の再現精度を向上させること

ができた．

また，構築した理論を基に，首都圏を対象に市区町

村を地域分割単位とする SCGEモデルを構築し，首都

圏三環状道路事業を政策シナリオ（仮想的なものも含

め）分析の事例として与え，シミュレーション分析を行

い，モデルの実効性と分析結果の特徴について考察し

た．シミュレーション分析結果は，交通整備政策シナ

リオとして与えた条件に対しては，概ね妥当と考えら

れるものであったが，シナリオの変化に対して，便益

の地域分布パターンが大きく変動する例も見られ，モ

デルの結果が入力シナリオに対して敏感であることが

示唆された．
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7) Bröcker, J.: How would an EU-membership of the
Visegrád- countries affect Europe’s economic geogra-
phy?, The Annals of Regional Science, Vol.32, No.1,
pp91-114, 1998.
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A METROPOLITAN SPATIAL CGE MODEL

FOR TRANSPORT PROJECT APPRAISAL

Hiroshi YOSHIKAWA, and Tomoki ISHIKURA

This paper builds a spatial computable general equilibrium model for transport project apraisal
mainly in metropolitan area. The model is based on Dixit-Stiglitz type monopolistic competition
model, which features agglomeration effects observed in metropolitan area. Preparing benchmark
data for the multi-regional economy classified into munitipality level is in general difficult because
of lack of actual trade data. We estimate the parameters using the trade data for multi-regional
economy classified into ”larger-scaled region” which is relatively easy to get. Pusuade Poisson
Maximum Likelihood method gives more desirable estimation results than OLS approach. The
estimated parameters are imported to the detailed classified multi-regional economy and the model
calibration to the benchmark data for Tokyo Metropolitan Area is implemented. We then apply
the model to the circular expressway project scenario, including virtual policy scenarios, and
investigate the aspects of spatial distribution of benefit. Our results imply the equlibrium results
are sensitive to the difference of exogenous policy scenarios.
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